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１．これまでの経緯と今後の進め方

〇 近年の大学教育改革の流れの中で、特にこの１０年は、「地(知)の拠点整備事業」の創設以

来、大学と地方創生を掛け合わせた取組を進めてきた結果、各大学の地域連携の取組や、グ

ランドデザイン答申で提言された地域連携プラットフォームや大学等連携推進法人等の取組

が全国で広がりつつあり、この流れを受けて、今後は高等教育を取り巻く状況を踏まえた取組

をより実効的なものとしていくことが重要。

〇 「知の総和答申」において、高等教育が目指す姿として、我が国の「知の総和」の向上につい

て提言。各地域の「知の総和」の向上に向けた高等教育機関を中心とした取組を各地域の実

情に応じて推進するための環境整備が必要。

〇 政府全体の取組においても、「地方創生2.0基本構想」において、地方大学による人材育成

機能の強化や都市と地方の新たな結びつき、人材の交流・循環・結びつきの促進などが、「新

しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025改訂版」において、産業人材育成プラン

の中で、各地域における大学・高専等を中心とした産業人材育成の取組方針について、産学

官金等の関係者で議論・推進する「地域構想推進プラットフォーム」を構築し、地域の高校教

育改革やリカレント教育等の取組との連携も含め、実効的な運営・取組促進を図ることなどに

ついて取り上げられるなど、地方創生や地域の産業人材育成に関して各地域の高等教育機

関に対する期待は非常に大きい。
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１．これまでの経緯と今後の進め方

〇 こうした流れの中で、産官学金労言士の「学」の代表格である大学等が積極的に関わり、各

地域の地方創生や地域の産業人材育成の取組をリードすることができるよう、その取組の基

盤としての高等教育機関間・地域の産学官等間の連携強化の取組が不可欠。

〇 あわせて、2030年代半ばから大学進学者数の大幅な減少が見込まれる中で、各地域にお

いて真に必要な一定の質が担保された高等教育の機会が享受できるよう、各地域の進学者

や地域産業等就業先のニーズを十分考慮した高等教育へのアクセス確保策に関し、地域の

高等教育機関をはじめとする関係者間の認識の共有、緊密な連携を図ることが可能な場とし

て地域構想推進プラットフォームを整備するなど各地域における地域アクセス確保の取組を

促進することが重要。

〇 地域大学振興に関する有識者会議では、毎年度、中央教育審議会における議論や政府全

体の地方創生や人材育成に関する政策の動き、各地域のデータや取組の実施状況等を踏ま

えつつ、2040年を見据えた取組の方向性や次年度を中心に短期的に実施する具体的な取組

を毎年度議論し、毎年度の地域大学振興プランの改善を図ることとする。
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２．第２回会議までの意見・議論からの示唆

3

【地方創生のための地域の産官学金等の連携促進】

〇地域の産業人材育成など地域課題を起点とした取組が地域の産官学金等の意思疎通をより
深められることや、地域の産官学金等の相互理解を深められる人材が地域の産官学金等を
より強固に結びつけられる可能性

・社会が必要とする職種や能力が変化する中で高いスキルを持つ労働者の増加や新たな労働需要に対

応した不断の能力開発やスキルアップが必要であり、大学が地域産業を支える知の拠点として、地方公

共団体や地域産業界等と十分に意思疎通を図ることが必要との指摘。

・今後の産学連携の在り方として、社会（地域）課題を起点とした、オープンで共同した、社会・地域のため

のものに変わってきており、学外とつないで大学の変革を支えることが重要との指摘。

・労働供給制約社会が到来している中、産業構造高度化に伴う人材の基礎力を高めることや高度人材の

育成が課題となっており、地域でどのような人材が必要なのか、産官学金等で真剣に話し合うことが急

務との指摘。

・大学、地方公共団体、産業界の間で依然として大きなコミュニケーション不足があると感じており、相互

をつないでいくコーディネーターの育成等が必要との指摘。

〇大学と地域産業界の強い結びつきが地域の産業発展・人材高度化に寄与する可能性

・大学が地域産業界との共同研究や技術相談、リカレント学生の受入れ等を通じて、地域でのネットワー

クを構築している事例の紹介。

・地域の企業から産業センター（大学）に対し、技術相談の場や共同研究、人材育成に関するニーズが高

く、地域の産業発展のためにも大学がオープンな場となることが重要との指摘。



２．第２回会議までの意見・議論からの示唆
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【地域アクセス確保を図るための大学間・地域関係者間の連携促進】

〇設置者を超えた大学間連携や行政・専門職団体等との連携が地域アクセス確保を図るため

に必要不可欠となる可能性

・市場原理に委ねて大きな空白地帯が生じ、学びたい分野が学べない、行きたい大学に行けない状況を

避けるため、設置者を超えたいわゆるホールディングス化した連携も考えられるのではないかとの指摘。

・県や保育現場、養成校が連携して、地域ニーズを把握しながら地域アクセスを確保し、地域にとって真

に必要とされる取組事例の紹介。

【継続的な地域大学振興の取組のための人材、財源】

〇創造的な人材のマッチング、多様な財源のマネジメントが継続的な取組につながる可能性

・継続的な取組とするためにも、役所主導だけでなく、外部人材活用の枠組みも活用しながら、役所の外

で外部人材にも関わっていただき、民間主導の取組も育てていくことが重要との指摘。

・大学の地域センター整備・運営、学生関係プロジェクトへの地域からの支援、企業からのリカレント学生

の派遣など、大学や地方公共団体、産業界等が地域の教育研究活動に対して拠出している事例の紹介。



２．第２回会議までの意見・議論からの示唆
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【地域での学生の充実した学びの機会の確保やそれを支える大学・教員への評価】

〇地域での学生の充実した学びの経験が進路・就職先選択に一定の影響を与えている可能性

・高校時代のボランティアや地域イベント運営、まちづくりの活動等地域と関わる経験（総合的な探究の時

間を含む）が大学選びに影響したり、大学で学ぶ内容に関心を持ったりした経験について紹介。

・大学での地域でのインターンシップや実践的な授業等を通じて就職先を決定した事例の紹介。一方で、

コロナ禍での地域での実践的な教育が不足したことによる地域での就職率の落ち込み事例の紹介。

〇各地域の大学・教員に対する評価の工夫がさらなる地域志向の取組発展につながる可能性

・いわゆる地域系の大学や教員に対する、学術界や地域からの評価が、当該大学・教員による地域での

教育研究活動の活性化につながるとの指摘。



３．知の総和答申と今後の取組の方向性（①知の総和答申提言）

〇 知の総和答申において、地域の高等教育へのアクセス確保に関し、地域構想推進プラット

フォームや地域研究教育連携推進機構、都市から地方への動きの促進等について、下記のよ

うに提言。（答申抜粋は参考資料ｐ２０～ｐ２８）

・ 各高等教育機関が持つ強みや特色を活かしつつ、地域におけるアクセス確保を図り、地域に

必要な人材を育成するために、各地域の高等教育を取り巻く状況や課題、将来の人材需要等

を地域の高等教育機関が共通に認識し、地方公共団体や産業界等地域の関係者も一体となっ

て具体的な取組に向かうことができる場の構築が重要であり、地域の高等教育機関や地方公

共団体、産業界等の各地域の関係者が議論し、各地域で実効性のある取組を推進するための

協議体である、「地域構想推進プラットフォーム」の構築の必要性が提言。

・ 地域構想推進プラットフォームでの議論等を踏まえた地域にとって真に必要な一定の質が担保

された高等教育機関への支援について提言され、地域の小規模大学であっても互いの強みの

発揮や更なる高等教育機関間の連携のため、「地域研究教育連携推進機構」の活用等が提言。

・ 大都市圏の大学において多様な出身地域の学生が共に学び、大学の魅力・競争力を高め、多

様性を維持することが欠かせないことや、都市と地方双方の持続的な成長・発展のため、大都

市圏の高等教育機関が各地域の知の拠点形成や高等教育を受ける機会の維持に配意するな

ど、都市から地方への動きの促進等が必要であることが提言。

〇提言を踏まえ、今後の取組の方向性を改めて示すとともに、取組の具体化を図ることとする。 6



３．知の総和答申と今後の取組の方向性（②今後１０年程度を見通した取組の方向性）

〇 各地域において、大学等高等教育機関と地方公共団体や地域の産業界・金融機関等の実質

的なコミュニケーションが増加し、各地域の生活・産業基盤を踏まえて地域の中での大学等高

等教育機関の役割が地域の中で認識・共有されるよう、実効性が担保された地域アクセス確

保・人材育成等の在り方・取組の議論・推進の場（地域構想推進プラットフォーム）の構築、地域

アクセス確保に資する共同での教育研究・組織運営の取組や地方創生に資する産学官連携の

取組（地域研究教育連携推進機構）の促進。地域の高校教育改革やリカレント教育等の取組と

の連携も含め、実効的なプラットフォームの運営・取組促進を図る。

〇 各地域において、学生の教育機会の確保・充実に資するよう、地域にとって真に必要な一定

の質が担保された複数の大学が教育資源を共有しながら、より魅力的な人材育成に共同で取

り組みやすい環境の実現。

〇 学生の専門性向上・将来の進路選択に資する幅広い経験・多様な価値観に触れる地域内や

都市・地方間の多様な交流の促進、当該交流促進のための各地域の高等教育の場の充実。

〇 各地域の議論や取組の進捗に応じたコーディネーター等の人材の配置・育成、持続可能な取

組に資する多様な財源確保の取組の推進、各地域のプラットフォームや大学等の取組事例・ノ

ウハウ等の共有促進。

※具体的な取組については、地域大学振興に関する有識者会議において継続的に審議。
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４.すみやかに取り組むべき事項（ア.地域構想推進プラットフォームの構築）
〇 地域連携プラットフォーム等、各地域ですでに構築されている連携基盤を活かしつつ、学生をは

じめ各地域の当事者の参画を得て、取組の方向性(３②)を踏まえた実効性のある地域アクセス

確保策や地方創生の取組が創出される地域構想推進プラットフォームの構築が全国的に展開さ

れるよう、国と連携した多様なパターンのモデル的な取組の実施、取組事例やノウハウ等の共有。

特に地域アクセス確保の取組の優先度が高い地方部を中心に全国を可能な限りカバーする

形で地域構想推進プラットフォームが構築されることを目指す。

〇 なお、今後国と連携して構築する地域構想推進プラットフォームには、例えば、産官学金労言と

いった地域の多様な関係者の関わりや、域内の地方公共団体や大学等に対する定期的な情報

提供などを求めつつ、特に法人格を有するプラットフォームにおいては、直接多様な支援が集め

られるよう、多様な財源をマネジメントできる組織として整備を促進。

〇 また、地域構想推進プラットフォームのコーディネーターについて、当該プラットフォームの取組

の進捗に応じて、高等教育関係者のみならず地域の産官学金等の関係者等から幅広く候補を得

て、配置・育成の取組が促進されるよう、各プラットフォームのコーディネーター間の情報交換やノ

ウハウ共有、研修機会の確保等の取組を推進。

〇 さらに、国の予算事業や各種手続きなど、地域アクセス確保に関連する施策に関し、関係省庁

や省内関係部署と連携した地域構想推進プラットフォームを活用した取組の推進方策を検討。

⇒ 今年度の有識者会議においては、国が支援する地域構想推進プラットフォームに求める取組

の具体的な内容、取組の進捗に応じたコーディネーターに求められる資質・役割等やコーディ

ネーターへの支援策などについて引き続き議論を行い、令和８年度の取組につなげることとする。8



４.すみやかに取り組むべき事項（イ.大学間連携による地域アクセス確保の取組への支援）

〇 地域アクセス確保の観点や地域の人材需給を踏まえ、複数の大学が教育資源を共有化し、共

同での人材育成がしやすい環境整備を図るため、分野所管省庁と連携した地域の専門人材育

成・確保の取組や、地域関係者と連携した複数大学による地域アクセス確保の取組に関する制

度的な支援措置を整備。

〇 具体的には、大学設置基準等において、当該基準等の質保証の趣旨を十分踏まえた上で、分

野所管省庁や地域の関係者と連携した、下記のような、地域における高等教育機会の確保の

ための取組に対する特例の適用を可能とする制度改正を行うこととする。

⇒ 今後中央教育審議会大学分科会において、大学設置基準等の規定の整備について審議。

※地域における高等教育機会の確保のための取組に関する特例（地域アクセス確保特例）（案）

〇機関要件（認証評価適合等）や他大学との連携（大学等連携推進法人等）を前提に、地域の高等教育の

状況に照らして高等教育の機会の確保に資する取組を行うため特に必要があると認められる場合に、必

要な範囲で、授業科目の自ら開設要件の緩和（他大学と連携して科目の開設が可能）や、オンライン等の

授業科目等の上限単位数の緩和、制度趣旨範囲内での外部基幹教員要件の柔軟化などの特例適用を

可能とするもの。

〇専門人材養成の基準が別途ある場合には、分野所管省庁の基準の柔軟化や支援策とも連動予定。

〇中央教育審議会大学分科会の下に設置されている「教育課程等特例制度運営委員会」の枠組みを活用し

て個別認定することを想定。
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４.すみやかに取り組むべき事項（ウ.都市部大学と地方の大学や地方公共団体間の連携促進）

〇 都市と地方の人材交流や各地域の関係人口創出、都市・地方双方の持続的な成長・発展に

向けて、都市部の大学のミッションに応じ、学内における地域連携の体制整備や地域連携に関

する教育プログラムの構築、地方公共団体や地方大学との連携に関する発信や新たな連携構

築等の取組の促進、取組事例やノウハウを共有。

〇 なお、都市部の大学において、各地の大学や地方公共団体、産業界と連携した教育研究活動

の例が見られ、ホームページでもその取組について積極的に公表したり、副専攻プログラムを整

備して全学的に地域連携の取組を推奨したりする例もあり、各地域での取組を促進するため、

各大学の取組の積極的な公表を推奨する。

⇒ 今年度の有識者会議において、関係人口創出に向けた都市部の大学と地方との交流促進方

策などについてさらに議論を行い、令和８年度の取組につなげることとする。
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４.すみやかに取り組むべき事項
（エ.大学等連携推進法人制度の普及、発展的な活用（地域研究教育連携推進機構）の促進）

〇 上記ア～ウの取組と連動し、大学等連携推進法人制度の普及、発展的な活用促進を図るため、

 ・ 地域構想推進プラットフォームの構築のモデル的な取組と連携して、さらなる大学間・産学官連

携の促進を図るため、地域アクセス確保や地方創生に資する発展的な活用（地域研究教育連携

推進機構）に関し、多様な事例創出（地域構想推進プラットフォームとの一体的な整備を含む。）

に取り組むこと、

 ・ 地域アクセス確保特例において、地域研究教育連携推進機構など大学等連携推進法人制度

の活用を図ること、

 ・ 都市部の大学と地方の大学が緊密に連携して都市・地方間交流に取り組む場合には、地域研

究教育連携推進機構など大学等連携推進法人制度の活用を推奨すること、

 など、大学等連携推進法人制度の多様な活用事例や連携のメリット等を示しつつ、大学間・産学

官連携の取組を推進する。

⇒ 今年度の有識者会議において、ア～ウの取組と合わせて、大学等連携推進法人制度の普及、

発展的な活用（地域研究教育連携推進機構）の促進方策等についてさらに議論を行い、令和８

年度の取組につなげることとする。

11
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政策パッケージ策定に向けて当面議論予定の主な論点

① 「知の総和答申」や「地方創生2.0の基本的な考え方」などを踏まえ、２０４０年頃の高等教育を

取り巻く状況を見据え、今後１０年程度の地域大学振興の取組に関する基本的な考え方を共有。

② 「知の総和答申」で提言された「地域構想推進プラットフォーム」の構築について、その役割や

整備促進方策（コーディネーターの配置・育成に関する事項を含む。）等を議論。

③ 「知の総和答申」で提言された「地域研究教育連携推進機構」など大学等連携推進法人制度の

充実・発展について、各地域の学生の学びの機会の確保・充実や、地域人材育成・地方創生の

取組促進に関する方策等を議論。

④ 「知の総和答申」で提言された都市から地方への動きの促進等を通じた地方創生の推進につ

いて、その取組促進方策等を議論。

⑤ その他、地域の高等教育へのアクセス確保・地方創生の取組推進に関し、必要な方策を議論。

（例：地域の生活・産業基盤を支える人材養成に関する支援方策など）
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地域大学振興に関する有識者会議（第１回） 資料３



本日議論予定の主な論点

１．地域構想推進プラットフォーム

〇大学間・産学官等連携の基盤であるプラット
フォームの望ましい構成の在り方

〇上記構成員が連携して協議する内容・取組等
（例：高大連携、魅力ある高等教育の場構築、
地域でのPBL、就職・リカレント支援等）

〇円滑なプラットフォーム運営のために必要な人
材(コーディネーター等)・多様な財源等

14

【第１回有識者会議における今後の検討への示唆】

 〇学生の地域での学びの経験が進路・就職先選択に一定の影響を与えている可能性

 〇大学と地域産業界の強い結びつきが地域の産業発展・人材高度化に寄与する可能性

 〇各地域の大学・教員に対する評価の工夫がさらなる地域志向の取組発展につながる可能性

 〇創造的な人材のマッチング、多様な財源のマネジメントが継続的な取組につながる可能性

２．地域研究教育連携推進機構

〇大学間連携による、魅力ある高等教育の場の
具体的な構築方策

〇産学官金等連携による、地域産業等のニーズ
を踏まえた大学を中心とした組織の構築方策

〇円滑な推進機構運営のために必要な支援策
※地方創生に資する、大学間・産学官連携に取り組む大学・
教員に対する評価の工夫による支援を含む

３．都市部大学と地方（大学・地方公共団体）との連携

〇都市部大学の地方との連携の在り方

〇都市部大学の地域志向学生への支援策

〇地方の受入体制等整備に必要な方策

４．その他地域アクセス確保について

〇地域の生活基盤を支える人材養成分野に関す
る分野所管省庁との連携、教育の質確保を前
提とした大学間連携促進のための具体的方策

【個別に議論が必要な主な項目】

〇地域大学振興に関する基本的な考え方を共有した上で、地域構想推進プラットフォームの推
進方策など個別に議論が必要な主な項目について議論

地域大学振興に関する有識者会議（第２回） 資料３



我が国の「知の総和」向上の未来像 ～高等教育システムの再構築～ （答申）要旨①
中央教育審議会（令和７年２月21日）

１．今後の高等教育の目指すべき姿

 目指す未来像の実現のためには、「知の総和」（数×能力）を向上することが必須
 「知の総和」の向上のためには、教育研究の質を上げ、意欲ある全ての人が高等教育を享受できるよう社会的に適切な規模の高等教育機会
を供給し、地理的・社会経済的な観点からのアクセス確保によって高等教育の機会均等の実現を図ることが必要

急速な少子化等を踏まえた高等教育
全体の「規模」の適正化を図りつつ、
それによって失われるおそれのある
「アクセス」確保策を講じるとともに、
「規模」の縮小をカバーし、知の総和
を向上するために教育研究の「質」を
高める

ア．未来社会を担う人材に必要な
資質・能力の育成（文理横断・
融合教育 等）

イ．成長分野を創出・けん引する
人材等の育成

ウ．デジタル化の推進（AI活用 等）
エ．国際競争の中での研究力強化

重
視
す
べ
き
観
点

15

高
等
教
育
政
策
の
目
的

「質」の向上

「規模」の適正化

「アクセス」確保

：教育研究の質の向上を図ることであり、
学生一人一人の能力を最大限高めること

：社会的に適切かつ必要な高等教育機会の
量的な確保

：地理的・社会経済的な観点からの高等教
育の機会均等の実現

３つの目的（価値）は、常
に調和するわけではなく、
トレードオフの関係になる
こともあり得るため、価値
の選択と調整が必要

高
等
教
育
が

目
指
す
姿

我が国の「知の総和」の向上

直
面
す
る
課
題

未
来
像
・
人
材
像

目指す未来像

育成する人材像

一人一人の多様な幸せと社会全体の豊かさ(well-being)の
実現を核とした、持続可能な活力ある社会

持続可能な活力ある社会の担い手や創り手として、真に人
が果たすべきことを果たせる力を備え、人々と協働しなが
ら、課題を発見し解決に導く、学び続ける人材

62.7万人  59.0万人  46.0万人（約27％減）
（2021）     （2035）    （2040） 

大学進学者数推計
（出生低位・死亡低位）

社会の変化

高等教育を取り巻く変化 学修者本位の教育への転換等

世界：環境問題、国際情勢の緊張化、AI進展 等
国内：急速な少子化、労働供給不足

①教育研究の観点 ②学生への支援の観点 ③機関の運営の観点 ④社会の中における機関の観点

ア．学生の多様性・流動性の
向上（留学生、社会人、障
害のある学生等）

イ．学生への経済的支援充実
（社会全体で支える学生の
学び）

ア．高等教育機関の多様性確保
イ．高等教育機関の運営基盤の
確立（ガバナンス改革 等)

ウ．国際化の推進
（留学モビリティ拡大 等）

ア．社会との接続・連携強化
イ．人材育成等を核とした地方創生
の推進

ウ．初等中等教育との接続の強化
エ．情報公表による信頼獲得



我が国の「知の総和」向上の未来像 ～高等教育システムの再構築～ （答申）要旨②
中央教育審議会（令和７年２月21日）

２．今後の高等教育政策の方向性と具体的方策①
（１）教育研究の「質」の更なる高度化

 多様な学生の受入れ促進（外国人留学生や社会人等）
ア．多様な学生の受入れ推進
○多面的・総合的な入学者選抜の推進
○転編入学等の柔軟化
➣転編入学の増加を図るための定員管理の見直し 等

○障害のある学生への支援 等

イ．留学モビリティ拡大
○外国人留学生等の受入れや日本人学生の派遣の推進、国際化のための体制整備
➣経済的支援の充実  ➣多文化共修環境整備 ➣留学生の定員管理方策の制度改善 等

○適切な在籍管理、技術流出防止対策の徹底・強化 等

ウ．社会人の学びの場の拡大
○教育環境の整備
➣産業界と連携した教育プログラム開発

○産業界・地方公共団体等との組織レベルでの連携推進

エ．通信教育課程の質の向上
○時代の変化を踏まえた通信教育課程の在り方の見直し
➣通信教育課程の更なる質の向上のための制度改善や学生支援に向けた検討 等

研究力の強化
○研究の質向上に向けた研究環境の構築
➣研究開発マネジメント人材等の量的不足解消
・質向上

➣大学共同利用機関等の機能強化 等
○研究環境の低下要因を取り除くための業務
負担軽減の推進
➣研究と教育それぞれに重点を置く教員の活用
促進

➣形式的な会議の見直し 等

情報公表の推進
○情報公表の内容・方法の改善

➣高等教育機関の情報を横断的に比較
できる新たなデータプラットフォーム
（Univ-map(ユニマップ)（仮称））
の構築

○全国学生調査の活用

 大学院教育の改革
ア．質の高い大学院教育の推進
○体系的な大学院教育課程の編成の推進
➣修士・博士５年一貫プログラムの構築(特に自然科学系)等

○学士課程から博士課程までの連続性向上・流動性促進
➣学士・修士５年一貫教育の大幅拡充（特に人文・社会科
学系）等

イ．幅広いキャリアパスの開拓推進
○多様なフィールドで一層活躍するための環境構築、
多様な進学者の受入れ促進
➣学位の質保証を前提とした社会人の修士・博士の１年
での学位取得推進 等 16

     学修者本位の教育の更なる推進
ア．学びの質を高めるための教育内容・方法の改善
○学生が主体的・自律的に学修するための環境構築
➣教学マネジメント指針の見直し ➣同時履修科目の絞り込み促進
➣レイトスペシャライゼーションを促進するための定員管理制度の弾力化 等

○「出口における質保証」の促進
➣厳格な成績評価や卒業認定の実施 ➣成績優秀者への称号授与 等

○高大接続を踏まえた大学入学者選抜等の改善
○遠隔・オンライン教育の推進

イ．新たな質保証・向上システムの構築
○大学設置基準及び設置認可審査の見直し
➣基幹教員の配置に係る基準や指導補助者の基準等について制度改善

○認証評価制度の見直し
➣在学中にどれくらい力を伸ばすことができたのか等を含む教育の質を数段階
で評価する新たな評価制度への移行



我が国の「知の総和」向上の未来像 ～高等教育システムの再構築～ （答申）要旨③
中央教育審議会（令和７年２月21日）

２．今後の高等教育政策の方向性と具体的方策②

（２）高等教育全体の「規模」の適正化

高等教育機関の機能強化

○意欲的な教育・経営改革を行うための支援
➣一定の規模縮小しつつ、質向上、大学院への
シフトを行う大学等への支援

➣デジタル、グリーン等の成長分野への学部転
換支援等の強化

➣職員の高度化の促進 等
○高等教育機関間の連携の推進
➣大学等連携をより緊密に行うための仕組みの
導入や支援策の検討 等

高等教育全体の規模の適正化の推進

（３）高等教育への「アクセス」確保

地理的観点からのアクセス確保 社会経済的観点からのアクセス確保

○個人への経済的支援の充実
➣高等教育の修学支援新制度等の着実な実施
➣企業等による代理返還の普及促進 等

○高等教育機関入学前における取組促進
➣プッシュ型情報発信
➣アンコンシャス・バイアス（無意識の
思い込み）解消促進

➣キャリア教育促進  等
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○厳格な設置認可審査への転換
➣審査時の財産保有要件や経営状況に関する要件厳格化
➣設置計画の履行が不十分な場合の私学助成減額・
不交付 等

○再編・統合の推進
➣定員未充足や財務状況が厳しい大学等を統合した
場合のペナルティ措置緩和

➣再編・統合を行う大学等への支援 等

イ．都市から地方への動きの促進等
を通じた地方創生の推進

○地方創生を進めるための高等教育
機関への支援
➣国内留学 ➣学生寮整備
➣サテライトキャンパス
➣キャンパス移転

等の取組推進 等

○遠隔・オンライン教育の推進
➣大学間連携による授業の共有化 等

○縮小への支援
➣一時的な減定員を戻すことを容易にする仕組み
の創設

➣早期の経営判断を促す指導の強化 等

○撤退への支援
➣在学生の卒業までの学修環境確保
➣卒業生の学籍情報の管理方策の構築
➣残余財産帰属の要件緩和 等

ア．地域ごとのアクセス確保を図るための仕組みの構築
○地域のアクセス確保・人材育成のための協議体構築
➣地域構想推進プラットフォーム（仮称）（地域の高等教育
機関、地方公共団体、産業界など関係者が議論する協議
体）の構築

➣地方公共団体における高等教育振興担当部署の整備
（連携窓口の明確化等）促進

➣国における司令塔機能の強化 等

○協議体での検討を促す仕組みの整備
➣国による地域ごとの人口予測や分野ごとの産業・雇用
環境の変化等の量的・質的な情報提供

➣コーディネーターの育成・配置 等
○地域にとって真に必要な一定の質が担保された高等
教育機関への支援
➣協議体での議論を踏まえ、国が支援する仕組みの構築
➣ 地域研究教育連携推進機構（仮称）（大学等連携をよ
り緊密に行うための仕組み）の導入 等
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令和２年10月30日公表

※地理的観点からのアクセス確保の観点からは、都市から地方への動きの促進等を通じた地方創生の推進も重要。

B大学

【大学間連携推進パターン】
地域アクセス確保に資する
共同での教育研究・組織運営
例：多様な学生の受入れ支援、

共同調達等

地方公共団体 産業界・
金融機関等

【産官学連携推進パターン】
左記に加え、地方創生に資する

産官学連携の取組実施

 連携開設科目の開設に加え、地域構想推進プラットフォーム（仮称）等
での議論を踏まえ、地域のアクセス確保・人材育成のための研究・教育の
連携（※）に取り組むことを推奨

地域における大学等間の連携枠組みの強化

地域研究教育連携推進機構（仮称）

 地域の将来ビジョンや大学等の研究・教育の構想・
推進策を地域全体で情報共有・共通認識

 大学等、地方公共団体、産業界等の地域関係者
が一体となって、国と連携しながら地域のアクセス確
保等の取組を支援

地域における協議体の実質化

・地域ごとの高等教育へのアクセス確保を図るための司令塔機能の強化（「地域大学振興室」の新設）
・関係省庁や地域の産官学金等関係者と連携した、地域の高等教育へのアクセス確保・人材育成や地方創生の取組の推進文部科学省

※地域により、地域の範囲の設定や、協議体の構築方法、協議体と大学等連携推進法人との関係・取組の進め方は多様であることに留意。

大学
短大
高専等

労・言等
地域関係者

地域のアクセス確保・
人材育成等の

在り方・取組を議論

県
市町村
担当部署

産業界
金融機関

コーディネーター配置

＜参考３＞地域の高等教育へのアクセス確保を図るための仕組み（イメージ）

従来

今後

従来

今後発展

連携開設科目を中心とした大学等連携推進法人(※)の取組

発展

地域構想推進プラットフォーム（仮称）

※地域連携プラットフォームの発展による構築等既存組織の活用も推奨

連携
強化

複数の大学等が地域関係者と恒常的に対話し、
連携を行うための地域連携プラットフォームの取組
※国による「ガイドライン」策定

国
支
援

※入試、多様な学生受入れ支援、キャリア支援等の業務、大学関係施設の共同管理・運営、
事務システムの共同化、共同調達などが想定。また、そのために必要な支援策についても検討。

※文部科学大臣が認定

※支援対象となる地域研究教育連携推進機構（仮称）の位置付けを検討

コーディネーター
配置

コーディネーター
配置 国

支
援

A大学 A大学 B大学

C短大



我が国の「知の総和」向上の未来像 ～高等教育システムの再構築～ （答申）要旨④
中央教育審議会（令和７年２月21日）

３．機関別・設置者別の役割や連携の在り方

○公財政支援の充実
➣基盤的経費助成の十分な確保 ➣競争的資源配分の不断の見直しと充実

○社会からの支援強化
➣代理返還制度の活用推進 ➣寄附獲得の促進

○個人・保護者負担の見直し
➣個人・保護者負担の在り方について個人支援や機関補助とのバランスも勘案
し検討

短期的取組
(２～３年
以内まで)

○教育コストの明確化と負担の仕組みの見直し
➣授業料等の最低ライン設定や公的支援の仕組みの見直しに向けた検討

○高等教育への大胆な投資を進めるための新たな財源の確保
➣税制の在り方や寄附の充実等の検討

中長期的
取組

(５～10年
程度)

①高等教育の
価値
②高等教育への
信頼

③必要コストの
算出
④高等教育
投資の在り方

：高等教育は国力の源泉であり、高等教育
への投資は未来への先行投資

：学生の満足度を高め、成長が得られるよう
教育研究活動を高度化し、教育研究の成果
や効果を社会に対して情報公表

：教育コストを明確にした上で、社会に広く
その必要性を訴えかけていくことが必要

：公財政支援、社会からの投資・支援、個人・保
護者負担のどれか一つだけに依存するので
はなく、それぞれについて、高等教育の持
続可能な発展に資するような規模・仕組みを構築

（１）機関別の役割

①大学
 （学士課程）

※「２．今後の高等教育政策の方向
性と具体的方策」を参照

②専門職大学・
専門職短期大学

実践力・創造力を備えた専門職業人
の育成促進

③大学院・
専門職大学院

※２（１）「③大学院教育の改革」
を参照

④短期大学
時代の変化に応じた役割を踏まえた
短大自身の変革、専攻科修了者の進
学ニーズを踏まえた制度改善

⑤高等専門学校 高専教育の高度化・国際化の推進

⑥専門学校 実践的な職業教育の推進、社会人・
留学生の受入れ拡大

①国立大学

社会を先導する人材を、地方をはじめ全国で育成するための教育機会の確
保、国として継続的に実施すべき多様な研究の実施

国立大学の学部定員規模の適正化（修士・博士への資源の重点化を図りつつ、
国際化や地域のアクセス確保にも配慮）や連携、再編・統合の推進に向けた検討
地域の高等教育機関のけん引役としての機能強化

②公立大学
地方公共団体の規模や実態、設置目的に応じた教育研究の実施

地域の実態を踏まえた教育研究の実施や定員規模の適正化（見直しも含
めた地域との継続的な対話、私立大学の安易な公立化の回避）

③私立大学
建学の精神に基づく多様性に富んだ教育研究の実施

意欲的な教育・経営改革や連携を通じた機能強化
規模適正化の推進（設置認可厳格化、再編・統合、縮小、撤退の支援）

（２）設置者別の役割

（３）機能や特性等に着目した政策の重視：それぞれの機能に即した高等教育機関の連携も含め、機能別分化の中で、教育研究の質向上につながる取組を
設置者の枠を超えて支援

上記１～４までを踏まえた、制度改革や財政支援の取組や今後10年程度の工程を示した政策パッケージを策定し、具体的方策の実行に速やかに着手 19

４．高等教育改革を支える支援方策の在り方

：機関ごとの違い・特色を生かしつつ、
自らの役割を再定義して改善

：役割や機能を踏まえつつ、自らのミッションを改めて見つめ直し、
時代の変化に応じて刷新し、自らの将来を定めていく必要
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３）高等教育への「アクセス」確保

高等教育全体の規模を適正化しつつ、意欲のある者の教育機会を確保し、誰もが進学をあきら
めない社会を実現するためには、質の高い高等教育への「アクセス」について、地理的観点と社
会経済的観点の両面から対策を講じる必要がある。

地域によって高等教育機関への進学率や進学者収容力が異なるとともに、少子化の中で、地方
の私立大学ほど学生数が減少し、厳しい経営状況に陥る傾向にある一方で、経済的な理由を含
め様々な理由で地元を離れることができない進学希望者がいることから、地理的観点からのアク
セス確保のための方策を講じることが必要である。（略）

①地理的観点からのアクセス確保

グランドデザイン答申においては、地域の高等教育機関が高等教育という役割を超えて、地域
社会の核となり、産業界や地方公共団体等とともに将来像の議論や具体的な連携・交流等の方
策について議論する地域連携プラットフォームの構築や国公私立の枠組みを超えた連携の仕組
みとして大学等連携推進法人の導入等が示された。

これらの取組は幾つかの地域で始まっており、地域の全大学が参画して教育プログラムの開発
や進学・就職支援に取り組んでいる地域連携プラットフォームの例や、多数の連携開設科目の設
置により教養教育の充実や多様な学生交流に取り組んでいる例がある。一方で、現状の地域連
携プラットフォームでは、強い当事者意識、問題解決に向けたスピード感に課題があるとの指摘
や、連携開設科目の設置にとどまらない、大学等連携推進法人を活用した教育連携の取組を更
に先に進めていくべきではないかとの指摘もある。
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高等教育機関の規模の適正化が図られていく中では、今後、各高等教育機関が自らの強み
や弱みを把握し、各地域における志願動向や人材需要、他の高等教育機関が持つ特色等を踏
まえ、各機関の強みを伸ばし、連携・再編等を通じて互いに機能を補完する中で、求められる分
野を学べる高等教育の機会を確保することがより一層重要となる。

特に、近年、地方の高等教育機関を中心に、入学者数の減少による学生募集停止が相次いで
いる。進学希望者の立場に立てば、個別の高等教育機関の存続以前の問題として、その地域で
の学びの機会が確保されていることが極めて重要だと考えられる。このような背景もある中で高
等教育機関の再編・統合や縮小、撤退を、市場経済における選択に委ねるのみでは、仮に、地
域に一定の進学希望や人材需要が存在する場合であっても、個別の高等教育機関の経営判断
のみをもって地域から学びの機会が縮減・消滅することとなり、地方に在住する高等教育進学希
望者の教育機会の確保に多大な支障が生じるおそれがある。また、地域の人材需給のバランス
が崩れ、地域の生活や産業の基盤に大きな影響を与えるおそれもある。そのため、各地域にお
いて高等教育へのアクセス確保の具体策を早急に講じることが求められる。

このため、国において、地域にとって真に必要な一定の質が担保された高等教育へのアクセ
ス確保等、地理的観点からの高等教育機関へのアクセス確保を図るための仕組みの構築や都
市から地方への動きの促進等を通じた地方創生推進のための取組が必要である。

これらの取組を講じることにより、地方においても高等教育を受ける機会や高等教育機関の維
持が図られ、地理的観点からのアクセス確保にも資することとなる。あわせて、高等教育機関卒
業後の地元への定着や、多様な高等教育機関との連携による地域産業の発展等により、地域
の活性化につながっていくこととなる。



22

我が国の「知の総和」向上の未来像 ～高等教育システムの再構築～（答申）抜粋

ア．地域ごとのアクセス確保を図るための仕組みの構築

地域にとって真に必要な一定の質が担保された高等教育へのアクセス等地理的観点から高等
教育機関へのアクセスの確保を図る仕組みの構築に当たっては、国において各地域との連携・
協力体制を早急に構築する必要がある。

その際、学問分野・領域を残すことに固執して、地域における高等教育機関の収容定員を人口
減少に合わせて一律に縮小すると、定員が充足しても経営基盤が脆弱になる高等教育機関が多
数出ることとなる。一方で、一部の高等教育機関に機能を集約することも容易ではない。高等教
育機関は、それぞれの歴史において、強みと特色を生かした教育研究を行ってきており、それぞ
れが持つ多様な教育研究のノウハウを生かすことのできない方法は、効率性が悪く、損失も大き
い。したがって、今後、高等教育機関が存続し、連携・協力体制を構築していくに当たって、まず
必要なことは、教育研究における強みや特色をより明確にしながら改善を進めることである。

そこで、各高等教育機関が持つ強みや特色を生かしつつ、地域におけるアクセス確保を図り、
地域に必要な人材を育成するために、まずは、地域連携プラットフォームの仕組みを発展させ、
各地域の高等教育を取り巻く状況や課題、将来の人材需要等を地域の高等教育機関が共通に
認識し、地方公共団体や産業界等地域の関係者も一体となって具体的な取組に向かうことがで
きる場の構築が重要である。そのために、地域の高等教育機関や地方公共団体、産業界等の
各地域の関係者が議論し、各地域で実効性のある取組を推進するための協議体（地域構想推
進プラットフォーム（仮称））を構築することが必要である。
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このような協議体の構築は、各地域の高等教育を取り巻く状況や課題について地域の高等教育
機関が共通認識を持ち、地方公共団体や産業界等地域の関係者も一体となって具体的な取組に
向かうことができる場として整備する必要があることから、着実に段階を踏んで進めることを前提
としつつ、原則として地域の全ての高等教育機関を含む関係機関が参加することが望ましい。ま
た、これらの仕組みを促進するためには、設置認可審査や財政支援等に当たってこのような協議
体での議論の内容を考慮することも必要である。

そして、協議体の構築を支援するためには、高等教育機関の関与はもとより、地方公共団体に
おける体制整備や国における司令塔機能の整備、産業界の協力等も重要である。

また、各機関や地域において検討を促すためには、各地域において、地域における志願動向や
人材需要の情報収集や整理が必要である。その際、国においても、関係省庁の連携により、地域
ごとの人口予測や将来的な産業構造の変化に応じた産業分野ごとの人材需要等について、より
詳細な量的・質的な情報を収集・提供することが求められる。

さらに、協議体において議論を円滑に行うためには、コーディネーターの役割が重要であり、協
議体が情報共有を行う段階にあるのか、産学官金の連携体制の構築やカリキュラムの構築等を
具体的に取り組んでいく段階であるかでは、コーディネーターとなる人材に求められる経験・見識
は異なる。そのため、コーディネーターの候補となる人材は、高等教育関係者のみならず様々な
業界に裾野を広げて求めることが重要である。また、協議体の議論の進捗段階に応じて、求めら
れるコーディネーターの配置・育成を戦略的に進める必要もある。
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その上で、強い当事者意識を持った大学間連携の取組や実効性ある産学官金連携による取
組を推進するため、協議体のコーディネーターとも連携しつつ、連携開設科目の開設にとどまら
ない大学等連携推進法人制度の活用を促進するため、同制度を発展させた「地域研究教育連
携推進機構（仮称）」の活用の支援を行うとともに、地域にとって真に必要な一定の質が担保さ
れた高等教育機関への支援を行うことで、地理的観点からの高等教育機関へのアクセス確保
のための取組を進めることが必要である。なお、地域構想推進プラットフォーム（仮称）における
議論を経て、地域研究教育連携推進機構（仮称）の取組へ発展することや、これらが相互に連
携することを通じて、地域における議論や大学等間の連携が活性化することが期待される。

＜具体的方策＞
○ 地域のアクセス確保・人材育成のための協議体の構築

・ 各地域における地理的観点からのアクセス確保策や地域の人材育成の在り方など、大学等に
おける研究・教育の構想やその推進について、地域内の高等教育機関、地方公共団体、産業
界、金融機関等の地域の関係者が継続的に議論を行う協議体（地域構想推進プラットフォーム
（仮称）） を国と連携して構築する。

・ 協議体の議論への参画が期待される地方公共団体における、地域の関係者との継続的な連
携のための窓口の明確化等、地域における高等教育振興に関する担当部署の整備を促進す
る。

・ 地方大学の振興や高等教育へのアクセス確保に当たって、国における司令塔機能を果たすた
めに責任ある体制を整備するなど組織体制の充実・強化を行う。
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○ 議論を行う協議体において検討を促すための仕組みの整備

・ 各地域において、地域における志願動向や人材需要の情報収集や整理が可能となるよう、国
において、関係省庁の連携により、地域ごとの人口予測や分野ごとの産業・雇用環境の変化等
について、より詳細な量的・質的な情報を収集・提供する。

・ 議論を行う協議体において、地域の実態や今後の見通しを客観的に踏まえた議論を円滑に行
うために、コーディネーターとなる人材の育成・配置を進める。

○ 地域にとって真に必要な一定の質が担保された高等教育機関への支援
・ 各地域の実情や協議体での議論等を踏まえ、地域にとって真に必要な一定の質が担保された
高等教育機関について、各高等教育機関における連携・再編等の計画策定や各計画の実行を
国が支援するための仕組みを構築するとともに、地方公共団体、産業界、金融機関等、地域の
様々なステークホルダーによる支援を促進する。

・ 地域にとって不可欠な専門人材の輩出や、地方就職率、上記ステークホルダーによる支援の
状況等も踏まえた、地域にとって真に必要とされる地方大学に対する支援の在り方を検討する。

・ リソースの少ない地域の小規模大学であっても互いに強みを発揮したり、更なる高等教育機関
間の連携の取組を推進したりできるようにするため、地域の大学をはじめとする高等教育機関
が産学官金など地域の関係者と協働して研究・教育の連携を行う「地域研究教育連携推進機構
（仮称）」の仕組みを導入し、活用を促す。
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イ．都市から地方への動きの促進等を通じた地方創生の推進

急速な少子化が先行する地方においては進学者の絶対数が減少する一方、地方から東京都を
はじめとする大都市圏への進学者の流入傾向に目立った変化はなく、地方から東京一極集中に
関する諸課題に対して厳しい目が向けられている。分野により差異はあれ、その課題やフィール
ドは大都市圏で完結するものではなく、多様な出身地域の学生が共に学び、大学の魅力・競争
力を高め、多様性を維持していくことが欠かせない。都市と地方双方が持続的に成長・発展し、
大都市圏の高等教育機関が各地域の知の拠点形成や高等教育を受ける機会の維持に配意す
るなど、都市から地方への動きの促進等の地方創生の推進に向けた取組を進めることが必要で
ある。その際、国としても、企業の地方移転等や、地域資源を生かした付加価値を高める産業・
事業の創出を推進 しており、この動きと軌を一にして高等教育の振興を通じた地方創生の取組
を進めることが重要である。

また、都市から地方への動きの促進等の取組として、東京圏と地方圏との間で異なる課題があ
ることを踏まえて、地域の特性に応じた方策を検討することが必要である。
大学進学希望者に対する大学入学定員（大学進学者収容力）が100％を超える東京都や京都

府のような大都市圏においては、大学進学者収容力の都道府県格差の縮小を目指すとともに、
地方圏の大学等との連携を進めることが、均衡ある国土の発展や地方創生の観点からも必要で
ある。このため、一定の学士課程定員の規模縮小をしつつ社会人や留学生を抜本的に増加する
大学、収容定員・資源を学部から大学院へシフトする大学、質の向上と連動して規模縮小を実施
する大学等に対する支援を行うことが必要である。また、国内留学の促進やサテライトキャンパス
の設置、キャンパス移転の支援等をすることで、地方との交流や地方移転を促進することも考え
られる。
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我が国の「知の総和」向上の未来像 ～高等教育システムの再構築～（答申）抜粋

他方で、大学進学者収容力が100％未満の道県においては、地方の高等教育機関の振興を
図るとともに、上述の地域ごとのアクセス確保を図るための仕組みの構築が必要である。

あわせて、対面授業と遠隔・オンライン教育との双方の良さを生かし、全国からアクセスでき
る、より多様かつ実践的な学修が可能となる環境を整えていくことも重要である。
なお、東京23区内の大学学部の収容定員を原則として増加できないこととする定員規制につ

いては、令和10（2028）年３月までの間に、地域における若者の修学及び就業の状況その他
法律 の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとされ
ており、引き続き、その政策効果について検証することが必要である。

＜具体的方策＞
○ 地方創生を進めるための高等教育機関への支援

・ 地方の高等教育機関の振興を通じた魅力向上を図るとともに、地方と都市部の高等教育機
関間での編入学、大都市圏の高等教育機関の学生の国内留学や学生寮等の施設整備、サテ
ライトキャンパスの設置、キャンパス移転等の取組を推進する。

・ 大都市圏の高等教育機関の各教育研究分野の課題やフィールドを踏まえた、地方の高等教
育機関や地方公共団体、各地域の議論を行う協議体等と連携した取組を促進するために好事
例の周知等を行う。

・ 地域の経済・社会にとって不可欠な専門人材の育成に貢献している大学等へ配慮する観点
から、高等教育の修学支援新制度における機関要件の見直しについて検討を行う。

（略）
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地方創生2.0の「基本的な考え方」（令和６年12月24日本部決定）抜粋

（基本姿勢）

○今後減少のペースが緩まるとしても、当面は人口・生産年齢人口が減少するという事態を正面か
ら受け止めた上で、人口規模が縮小しても経済成長し、社会を機能させる適応策を講じていく。

○そのために、「人を大事にする地域」、「楽しく働き、楽しく暮らせる地域」を創る。これまでの10年
間よりさらに、人手不足が顕著となり、人材や労働力が希少となるがゆえに、教育・人づくりにより
一人ひとりの人生の可能性を最大限引き出すとともに、その選択肢を拡大していく。

（社会）

○児童・生徒や学生が、地方創生の観点から我が町の魅力を再発見し、将来を考え、行動できる
能力を重視する教育・人づくりを行う。

○既に顕在化している人口減少の弊害に対し、国民一人ひとりの能力の拡大・活躍を進めることに
より、年齢を問わず誰もが安心して暮らすことを可能とする、医療・福祉等の生活関連サービス、
コミュニティの機能を維持する。

（経済）
○観光等の地域に密着した産業やサービスを支える教育・人づくりを進める。

（基盤）

○リモートワークなどもフル活用しながら、地方と都市の間で、また地域の内外で人材をシェアし、
人・モノ・技術の交流、分野を超えた連携・協働の流れを創る。

地方創生2.0を検討していく方向性（1.0との違い）
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地方創生2.0の「基本的な考え方」（令和６年12月24日本部決定）抜粋
地方創生2.0の基本構想の５本柱

○ 以下の５本の柱に沿った政策体系を検討し、来年夏に、今後１０年間集中的に取り組む基本構
想を取りまとめる。

① 安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生

○ 魅力ある働き方、職場づくり、人づくりを起点にした社会の変革により、楽しく働き、楽しく暮らせ
る場所として、 「若者・女性にも選ばれる地方（＝楽しい地方）」をつくる。

・ 若者が生まれ育った地域に関心を持つような教育・文化、人づくりの推進

・ 地方の高校や大学の魅力化

② 東京一極集中のリスクに対応した人や企業の地方分散

○ 分散型国づくりの観点から、企業や大学の地方分散や政府機関等の移転などに取り組む。

③ 付加価値創出型の新しい地方経済の創生

・ 地方大学と企業等が連携した地域の特徴ある産業の高付加価値化

④ デジタル・新技術の徹底活用

⑤ 「産官学金労言」の連携など、国民的な機運の向上

〇地方の役割

「産官学金労言」から成る地域のステークホルダーが知恵を出し合い、他の地域の好事例も学び
つつ、地域自らが真剣に考え、行動を起こし、自主的・主体的に取り組む。



産業人材育成プラン
〇産学協働での地域毎の人材ニーズの明確化や人材育成の連携体制の整備
全国で地方ブロックごとに、地域の人材需要の変化の分析を踏まえ、人材育成施策の方向性及び産学含む関係者による連携方策を議論す

る場を立ち上げる。
上記の地域における人材需要を踏まえて、都道府県等の地域ごとに、各地域における大学・高専等を中心とした産業人材育成の取組方針

について、産学官金等の関係者で議論・推進する「地域構想推進プラットフォーム」を構築し、地域の高校教育改革やリカレント教育等の
取組との連携も含め、実効的な運営・取組促進を図る。

● 経済財政運営と改革の基本方針2025

令和7年度閣議決定文書における地域大学振興関連記載

● 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025改訂版

● 地方創生2.0基本構想
人や企業の地方分散～産官学の地方移転、都市と地方の交流等による創生～
〇（略）国全体の持続的な発展のため、東京一極集中の是正に向けた人や企業の地方分散を図る。
そのため、政府関係機関の地方移転や、企業・大学の地方分散などに取り組むとともに、地方大学による人材育成機能の強化や、関係人

口の創出に向け、都市と地方の新たな結びつき、人材の交流・循環・結びつきを促進する政策の強化、都市と地方の間や、地域の内外で人
材をシェアする政策を進め、地方への新たな人の流れを創っていく。
（施策集）人や企業の地方分散～産官学の地方移転、都市と地方の交流等による創生～
〇地方における高等教育の充実
地方大学・産業創生法に基づき、令和10年３月までの時限措置として、23区内の収容定員の増加抑制を行っているが、法附則に基づき

、令和９年度末までに検討を行い、必要な措置を講ずる。あわせて、地方大学の振興を図り、若者の地方定着を促進するとともに、国内留
学の促進や地方インターンシップの促進、大都市圏の大学等の地方での活動拠点等の設置促進を行う。高専の改組・新設を検討する自治体
等への支援を推進する。
地方大学による産学連携・人材育成を通じた地方創生に向け、大学を核とした地域の産学官金等の有機的・実質的な連携基盤（プラット

フォーム）の整備促進や、推進役となるコーディネーターの活用等を通じた産学官連携の強化、都市・地方間を含む大学間連携強化による
国内留学等の促進といった取組を通じて、大学を活用した地方創生の取組基盤を強化、産学官連携事業を推進するとともに、地域に不可欠
な人材育成機能の確保を図る。

中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画の実行
地域の人材育成と処遇改善については、在職者を含め、大学、短期大学、高等専門学校及び専門学校においてアドバンスト・エッセンシ

ャルワーカー*の育成に取り組むほか、医療・介護・保育・福祉等の人材確保に向けて、保険料負担の抑制努力を継続しつつ、公定価格の
引上げを始めとする処遇改善を進める。  * デジタル技術等も活用して、現在よりも高い賃金を得るエッセンシャルワーカー。

質の高い公教育の再生
急激な少子化の進行や地域における人口・産業構造の変化を見据え、高等教育へのアクセスを確保しつつ国公私を通じた大学の連携、再

編・統合による機能強化や縮小・撤退による規模の適正化を進めるとともに、教育の質の高度化を進める。
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地域の国公私立大学等、地方公共団体、産業界等が一
体となった恒常的な議論の場を構築し、連携体制の強化。
地域人材の育成や課題解決に向けて取り組む。

地域の国公私立大学の枠組みを越えた緊密な連携や機能分担を推進
するため、基準に適合した一般社団法人について、文部科学大臣が大学
等連携推進法人として認定する制度を創設。

大学等、地方公共団体、産業界等の関係機関がエビデンスに基づき、地
域の現状・課題を把握した上で、地域の将来ビジョンを議論・共有し、地
域の課題解決に向けた連携協力の抜本的強化を図る。

地域連携プラットフォームの構築 大学等連携推進法人の認定制度

文部科学省が「ガイドライン」策定
各地域において地域連携プラットフォームの構築や議論を行う際の参考に資する。

文
部
科
学
大
臣認定

各法人が「社員」として参加

国立大学 公立大学 私立大学 研究開発
法人、高専等

多様化するニーズや社会からの要請に応えるため、各大学
等が強みや特色を生かしつつ、一定の地域や特定分野で
他大学等と連携・協力して教育等に取り組む。

（一般社団法人）○○地域大学ネットワーク機構
・大学等連携推進方針
・大学等連携推進業務（例）

教育：大学間の教学上の連携に係る管理（協議の場の運営）等
研究：産学連携、地域共同研究、研究施設共同利用等
運営：FD・SD共同実施、事務の共同実施、物品共同調達等

・大学等連携推進法人における教学上の大学間連携
連携開設科目の開設、連携開設科目を活用した教職課程共同設置、
共同教育課程（共同学位）での各大学修得単位数の引下げ

議論することが考えられる事項
 プラットフォームの目標、方向性
 地域の高等教育のグランドデザイン

大学、
高専等

地方公共団体 産業界

課題解決のために実行する事項
 地域課題解決型プロジェクトの実施
 人材育成、産業振興

地域の現状・課題等の共有
 地域社会のビジョン等
 地域の高等教育の果たす役割
 人口動態、地域社会・産業構造 組織的関与（トップ・ミドル層、キーパーソンが参画）

大臣認定基準(例)
 大学等連携推進業務
が主目的

 法人として安定的かつ
一体的な運営体制

 大学等連携推進方針
を策定・公表 等

議
論
の
結
果
、
大
学
等
連
携
推
進

法
人
を
活
用
す
る
こ
と
も
想
定
。

 大学等は地域の人材を育成し、地域経済・社会を支える基盤。各地域は、人口減少、産業構造の変化、グローバル化、一極集中
型から遠隔分散型への転換の中で、地域ニーズを踏まえた質の高い教育機会の確保と人材の育成がこれまで以上に重要。

 地域においてもデジタル革命など新しい産業創出やイノベーションを生み出し、地域経済・社会を革新的に変えるチャンス。

人口減少がより急速に進むこれからの20年間においては、地方における質の高い教育機会の確保が大きな課題

申請

大学等の連携による課題解決と地域振興、教育研究機能の強化 地域社会の維持・活性化地域の高等教育機会と人材の確保

令和２年10月30日公表地域における大学等の連携の促進に向けた方策（H30グランドデザイン答申で提言）
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全国の地域連携プラットフォームについて 

地域連携プラットフォームは全国で273(※）あるとの回答が得られた。
また、3県を除き44都道府県で地域連携プラットフォームが所在している。

（令和6年6月28日現在）

Q. 貴機関は地域連携プラットフォームに参加していますか。
→「参加している」又は「検討中」と答えた場合は下記を回答

・プラットフォームの名称
・参画した時期
・プラットフォームの構成員
（地方公共団体名、高等教育機関名、経済団体名） 等

地域連携プラットフォームの所在数

＜地域連携プラットフォームの定義
（文部科学省ガイドライン(R2.10)より）＞

① 大学等のみならず、地方公共団体、産業界等の様々な関係機関が
一体となった恒常的な議論・協議の場を構築している。

② エビデンスに基づく現状・課題を把握した上で将来の目標を共有し、
絵に描いた餅で終わることなく地域課題の解決に向けた連携協力の
強化が図られている。

③ 地域の大学等の活性化やグランドデザインの策定、高等教育機会の
確保や地域人材の確保、大学等を含めた地域社会の維持発展を
図るための仕組みとなっている。

(参考)https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/platform/mext_00994.html
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「地方公共団体と高等教育機関の連携の状況に関す
るアンケート」（令和6年6月28日文部科学省）より作成

※佐賀県と長崎県が共に参加している地域連携プラットフォーム1件について、
日本地図上は佐賀県と長崎県でそれぞれ1件ずつカウントしている。

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/platform/mext_00994.html


地域活性化人材育成事業  ～SPARC～

 Society5.0を支える人材として、自然科学の素養も求められる中
において、自然科学を専攻する学生は３割に留まっている

 大学が実施する教育プログラムが、地域社会が学生に期待・評価 
する能力の養成に十分に対応・機能していない

 本格的な産学連携が進まず、外部リソースの獲得が不足

 大学間連携により、文系学部でも自然科学の素養を身に付けられる教育体制
を整備し、教育内容の充実を図る
（本事業を通じ、学部等の再編、拡充など科学技術分野の人材育成を促進）

 地域社会との本格的連携による人材育成・イノベーションの創出
 大学の学びを地域社会のフィールドへ展開

Supereminent Program for Activating Regional Collaboration

取組イメージ

地域の大学における課題

【事業内容】 地域社会と大学間の連携を通じて既存の教育プログラムを再構築し、
地域を牽引する人材を育成

本事業で目指す姿

〇〇学園大学〇〇大学 〇〇工科大学

人文社会学

情報学・統計学

理学・工学

地域社会

【タイプ①】学部等の再編を目指す取組

地域連携プラットフォーム

連携大学のリソース等を活用した横断的なSTEAM教育
経済団体

金融機関

求める人材を育成するため地域資源を集中
オンラインもフル活用した一体的運営

自治体

大学等連携推進法人

高大接続
大学の授業科目の先取り履修や、理系進学を敬遠しがちな女子生徒向けの取組等を実施

【選定件数・単価】
3件（令和4年度選定分）×166,860千円

【タイプ②】高度な連携を目指す取組

◇求める人材像の明確化
◇地域が提供できる教育資源を提示
・教育プログラムの提案
・奨学金返還支援
・実務家教員の派遣 等

地域の場を活用したPBL

アントレプレナーシップ教育

地域学（寄付講座等）
等

地域と連携した教育プログラム

※中間評価時に学部等の再編計画を提出し、事業終了翌年
度までに実施

【選定件数・単価】
3件（令和4年度選定分）×85,959千円

【事業スキーム】
対象：異なる設置形態の大学による構想・計画
資金：民間からの資源も獲得
取組の内在化：事業の継続性発展性を確保するため、事業の

進捗に合わせ補助額を逓減
事業期間：最大６年間（令和４年度～令和９年度）

（担当：高等教育局大学教育・入試課）

令和7年度予算額 8億円
（前年度予算額 9億円）
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大学名 事業名称
事業協働機関

大学 自治体 企業等 金融機関 その他

岐阜大学
ぎふ地域創発人材育成プログラム
～地域活性化を目指した知的基
盤の確立～

中部学院大学、
岐阜市立女子短
期大学

岐阜県、岐阜市、
中津川市、高山
市

岐阜県経営者協会、岐阜県中小
企業家同友会、長良川温泉若女
将会、柳ケ瀬を楽しいまちにする株
式会社、Global Mobility 
Service 株式会社

十六銀行 -

熊本大学

くまもとの未来を拓くグローバルDX
人材育成プロジェクト ―地域社
会と国公私3大学の連携による”く
まもと型文理融合DX教育”の構
築を目指して―

熊本県立大学 熊本県、熊本市
熊本経済同友会、一般社団法人 
熊本県工業連合会、一般社団法
人 熊本県情報サービス産業協会

株式会社 肥後
銀行 －

宮崎大学
新しい価値を想像し、持続可能な
地域づくりを牽引する『多様な未来
共創人材』の育成プログラム

南九州大学、宮
崎国際大学、宮
崎学園短期大学

宮崎県、宮崎市、
都城市

宮崎県商工会議所連合会、宮崎
県商工会連合会、宮崎県中小企
業団体中央会、宮崎県工業会、
宮崎県農業協同組合中央会、宮
崎県産業振興機構

宮崎銀行、宮崎
太陽銀行、宮崎
県信用金庫協会

連合宮崎

【タイプ② ３件】

地域活性化人材育成事業～SPARC～選定機関一覧

大学名 事業名称
事業協働機関

大学 自治体 企業等 金融機関 その他

山梨大学 知（地）のソーシャルキャピタル～
学びの山梨モデル～構築事業 山梨県立大学 山梨県

（公財）やまなし産業支援機
構、（公社）やまなし観光推進
機構、専修学校山梨予備校

山梨中央銀行 -

信州大学 「しあわせ信州」を創造する地域活
性化高度人材育成プログラム

長野大学、
佐久大学 長野県 一般社団法人長野県経営者

協会
株式会社八十
二銀行

長野工業高
等専門学校

山口大学
ひとや地域（まち・文化・教育）の
well-beingに貢献する文系DX人
材の育成

山口県立大学、
山口学芸大学

山口県
山口市

山口経済同友会、山口県経営
者協会、公益財団法人やまぐち
産業振興財団

一般社団法人
山口県銀行協
会、山口県信用
金庫協会、山口
銀行

山口しごとセン
ター

【タイプ①  ３件】
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（一社）大学アライアンスやまなし 令和3年3月認定

国立大学法人山梨大学（山梨大学）

公立大学法人山梨県立大学（山梨県立大学）

国立・公立という設置形態を超えた連携により、地域社会や地域経済の
活性化及び持続的発展に貢献できる人材や未来の社会を切り拓くグロー
バルな人材を養成するとともに、地域のイノベーションの進展を図るこ
とで、地域の発展に寄与
取組内容
連携開設科目の開設（令和3年度～）
教養教育分野、留学生対象科目
高度専門人材養成
（教員養成、幼児教育、看護教育、社会科学等）

教育資源の有効活用
 施設の共同利用、就職支援の相互利用等

学生・教職員の交流
合同講演会/研修の開催、事務職員の人事交流

効率的な大学運営
 電気の共同契約、消耗品等の共同調達

連携の枠組みを活かした地域貢献活動
 新型コロナウイルスワクチンの大学拠点接種

国立大学法人徳島大学（徳島大学）
国立大学法人鳴門教育大学（鳴門教育大学）
国立大学法人香川大学（香川大学）
国立大学法人愛媛大学（愛媛大学）
国立大学法人高知大学（高知大学）

（一社）四国地域大学ネットワーク機構 令和4年3月認定

５大学の連携によって高等教育機関としての機能を一層強化することを
通じて、多様化する学修者のニーズや社会からの人材育成等に係る要請
に応えるとともに、急速に変容するGlobal/Local社会でも存続できる地域
分散型社会を実現
取組内容
連携開設科目の開設（令和5年度～）

連携教職課程の開設（令和5年度～）

持続可能な地域を牽引できる人財を
育成する「四国人財育成塾」事業

→シンポジウムの開催などによって、わが国の
      モデルとなる地域社会実現のための情報を発信教員養成（美術、家庭、情報）

→単独大学の教育リソースだけでは為しえない、
一層厚みのある教員養成

（一社）学修評価・教育開発協議会

教育改革に係る研究ならびに学生教育の充実等に関する大学等連携推進
業務等を行い、大学等の緊密な連携の推進による教育研究水準の向上、
大学の機能強化に資するとともに、地域社会の発展に貢献

令和4年3月認定

学校法人富山国際学園（富山国際大学）
学校法人宮崎学園（宮崎国際大学）
学校法人共愛学園（共愛学園前橋国際大学）
学校法人北陸学院（北陸学院大学）
学校法人濱名山手学院（関西国際大学）

（一社）やまぐち共創大学コンソーシアム 令和5年3月認定

取組内容
国内留学事業（学生の相互派遣）

学修成果の評価方法の開発・普及連携開設科目の開設（令和5年度～）
社会の要請に応える新たな科目
（教員養成、幼児教育、データサイエンス等）
地域の課題解決に係る科目

単位互換プログラム事業の実施
学生・社会人への教育プログラム
の開発（予定）

強みや特色、教育資源等の異なる国公私立 3 大学の連携により、教育研
究機能の強化に資するとともに、地域との共創によって地域が求める人
材育成や地域社会の振興と発展に寄与

国立大学法人山口大学（山口大学）

公立大学法人山口県立大学（山口県立大学）

学校法人宇部学園（山口学芸大学）

取組内容
高大接続の推進
高校生の探究活動の実施

リカレント教育・リスキリング教育
の推進

連携開設科目の開設（令和5年度～）
文系DX人材の育成

→文理横断教育、データサイエンス教育
知的財産教育、地域理解教育の充実

DXによる地域課題解決に向けた
PBLの実施・評価

等 等

等 等

現在認定されている大学等連携推進法人
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学校法人札幌国際大学
（札幌国際大学）
学校法人創価大学
（創価大学）



（一社）熊本地域大学ネットワーク機構（一社）信州アライアンス 令和5年11月認定

取組内容

国立大学法人熊本大学（熊本大学）
公立大学法人熊本県立大学（熊本県立大学）
学校法人東海大学（東海大学）

連携開設科目の開設（令和6年度～）

国立大学法人信州大学（信州大学）
公立大学法人長野大学（長野大学）

学校法人佐久学園（佐久大学）

取組内容

地域における高等教育の機能強化を更に発展させることを通じ、多様化す
る学修者のニーズや社会からの人材育成等に係る要請に応えるとともに、
地域の発展に貢献

強みや特色を活かした効果的な連携を推進し、教育研究機能の強化のた
めの連携や地域が求める人材育成に取り組むことを通じ、地域社会の振
興と発展に貢献

くまもとの未来を拓くグローバルDX
人材育成プロジェクト事業

等

文理横断教育、データサイエンス教育
地域課題PBL（問題解決型学習）等の充実
→各大学の学位プログラムにおいて、不足する
教育内容に関して強み・特色のある教育リソース
を提供する役割を担うことで、教育内容の向上を図る

連携開設科目の開設（令和6年度～）

→「しあわせ信州」を創造する地域活性化高度化人材
を輩出

インターンシップ、 FD/SD、就職説明会の共同実施

文理横断型STEAM教育、地域学、データサイエンス、
グリーンテクノロジー、地域課題解決PBLによる
総合知の創出・活用を図る

地域活性化人材を育成する「しあわせ」
信州を創造する地域活性化高度人材育成
プログラム

等

令和5年11月認定

（一社）ヒロシマ平和研究教育機構 令和6年3月認定 （一社）高等教育ネットワーク岐阜 令和6年3月認定

国立大学法人広島大学（広島大学）
公立大学法人広島市立大学（広島市立大学）
広島市
公益財団法人広島平和文化センター

国立大学法人東海国立大学機構岐阜大学（岐阜大学）
学校法人岐阜済美学院中部学院大学（中部学院大学）
岐阜市立女子短期大学（女子短期大学）

大学相互間や大学と地方公共団体又は平和に関する関係団体等との間にお
ける平和に関する研究教育等により、核兵器のない平和な世界への思いを、
世界中の市民社会の世論に根付かせ、平和への大きな潮流をつくる

取組内容 取組内容
参加大学研究機関の特色を生かした
平和に関する共同研究を実施

広島短期滞在プログラムの創設，
給付型奨学金制度の新設に向けた
調査・協議
海外の若手研究者を対象とした滞在経費の支援等

被爆関連資料の一括横断システムの構
築に向けたデータベース調査
被爆関係の研究・学習を促進する基盤の整備を目的

大学・短期大学間相互の大学等連携推進業務等により、地域社会のニーズ
に応える事業を推進することで、地域社会の課題解決につながる活動や新
規事業の創業・起業、共生社会の実現ができる人材育成の支援に取り組み、
地域活性化に寄与

等等

連携開設科目の開設（令和6年度～）
教養教育を中心とし、各大学固有の専門性を
生かした授業を提供
→各大学の教育の充実に取り組み、文理横断的な
資質能力を身に付けた人材育成に貢献

共同研修事業としてFD又はSDを実施
→法人の事業に関連する教職員の能力及び事業の
更なる高度化を図る

現在認定されている大学等連携推進法人
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（一社）高等教育コンソーシアム宮崎（一社）奈良先端医工科学連携機構 令和7年3月認定

取組内容
学部教育及び大学院教育の充実

国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学（奈良先端科学技術大学院大学）

公立大学法人奈良県立医科大学（奈良県立医科大学）

取組内容

宮崎県内の高等教育機関が相互に連携・協力し、県内高等教育全体の質的
向上を推進することにより、地域の教育・学術研究の充実・発展を図ると
ともに、魅力ある高等教育づくりと活力ある地域づくりに貢献

大学等連携推進業務の実施により、教育研究水準の向上、大学の機能強
化に資するとともに、医学、工学及び関連諸科学の緊密な連携並びに共
創の輪の拡大によるイノベーションの創出を通じて地域の発展に寄与

等

連携開設科目の設置
学生交流等の充実

研究活動の活性化

等

令和7年3月認定

現在認定されている大学等連携推進法人
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医学、工学及び関連諸科学の連携
共創の輪の拡大によるイノベーションの創出
両大学間における連携研究活動の一層の活性化

南九州大学
宮崎公立大学
宮崎県立看護大学
宮崎大学

宮崎産業経営大学
宮崎国際大学

九州医療科学大学

都城工業高等専門学校
放送大学宮崎学習センター

学生の活動支援事業連携開設科目の開設（令和7年度～）
文理横断教育、データサイエンス教育、地域学
および地域課題に関するPBL教育等の充実
→宮崎の未来を切り拓く「未来共創人材」を育成

学生インターゼミナール、公募型卒業研究テーマ

FD活動・SD活動
初等中等教育・産業界との連携事業ICTを活用した奈良県のへき地医療へ

の新しい取り組みとその全国展開

南九州大学短期大学部
宮崎学園短期大学



地方の大学や地方公共団体と連携している事例

「地域で学び、地域を支える。―大学による地方創生の取組事例集」（文部科学省高等教育政策室）に基づき作成
38

■陸前高田市の呼びかけに応じた岩手大学・
立教大学の３者で「陸前高田グローバルキ
ャンパス」を2015年に開設。

■岩手大学は地元大学として持続可能な運営
体制を構築、立教大学は震災前から正課外
プログラム「林業体験」を同市で実施して
いたことを縁として陸前高田市を「重点支
援地域」として指定、新たな教育プログラ
ムや職員研修の実施に加え当該地域での学
生サークル活動に対しても支援を実施。

○自治体・地元大学・首都
圏の大学の異なる立場の
三者が協働し、大学生が
絶え間なく訪れる交流の
まちを創出。
開設4年で延べ17,221人
の学生を受け入れている
。

岩手大学・立教大学・陸前高田市

陸前高田グローバルキャンパスで
岩手大・立教大合同で実施された

「哲学カフェ」

慶應義塾大学 「先端的な研究所」を
あえて地方に

■2001年に先端生命科学研究所（先端研）
を山形県鶴岡市に設置。生命科学と情報科
学を融合した、自由な研究風土の研究所。

■地元の高校生も「特別研究生」として先端
研で研究し、指導を受ける。

○他の研究所や民間企業も、先端研への研修
生の派遣や、鶴岡市への研究拠点の設置を
実施。

○先端研からは新しい研究成果が続出。研究
から生まれた技術を生かしたベンチャー企
業も続々と誕生。

○鶴岡市は世界的に注目
されるバイオサイエン
スのメッカに。
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